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表 1 は，インドで最新の全国障害者調査データである 2001 年の地域別
障害者数である。標本調査ではなく，国勢調査の形で行われたものとして
はこれが最初で，調査手法や質問項目も未熟であった。2001 年の国勢調
査によれば，インド全人口 10 億 2861 万 328 人のうち，障害者は 2190
S No. 州・連邦直轄地 人口 男性 女性
1 インド全体 21,906,769 12,605,635 9,301,134
2 アンダマン・ニコバル諸島連邦直轄地 7,057 4,226 2,831
3 アーンドラ・プラデーシュ州 1,364,981 773,971 591,010
4 アルナーチャル・プラデーシュ州 33,315 22,175 11,140
5 アッサム州 530,300 297,516 232,784
6 ビハール州 1,887,611 1,131,526 756,085
7 チャンディガル連邦直轄地 15,538 9,538 6,000
8 チャッティースガル州 419,887 231,768 188,119
9 ダドラ及びナガル・アベリ連邦直轄地 4,048 2,329 1,719
10 ダマン・ディウ連邦直轄地 3,171 1,779 1,392
11 デリー 235,886 144,872 91,014
12 ゴア州 15,749 8,889 6,860
13 グジャラート州 1,045,465 604,964 440,501
14 ハリヤーナ州 455,040 273,837 181,203
15 ヒマーチャル・プラデーシュ州 155,950 90,444 65,506
16 ジャンム・カシミール州 302,670 171,816 130,854
17 ジャール・カンド州 448,377 264,229 184,148
18 カルナータカ州 940,643 537,730 402,913
19 ケーララ州 860,794 458,350 402,444
20 ラクシャディープ連邦直轄地 1,678 901 777
21 マディヤ・プラデーシュ州 1,408,528 824,693 583,835
22 マハラシュトラ州 1,569,582 933,867 635,715
23 マニプール州 28,376 15,456 12,920
24 メガラヤ州 28,803 15,317 13,486
25 ミゾラム州 16,011 8,763 7,248
26 ナガランド州 26,499 14,541 11,958
27 オリッサ州 1,021,335 568,914 452,421
28 ポンディシェリ連邦直轄地 25,857 14,765 11,092
29 パンジャーブ州 424,523 252,856 171,667
30 ラジャスターン州 1,411,979 840,650 571,329
31 シッキム州 20,367 11,409 8,958
32 タミール・ナドゥ州 1,642,497 791,685 850,812
33 トリプラ州 58,940 33,461 25,479
34 ウッタール・プラデーシュ州 3,453,369 2,076,504 1,376,865
35 ウッタランチャル州 194,769 113,209 81,560
36 西ベンガル州 1,847,174 1,058,685 788,489
表1　障害者総人口
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万 6769 人であり，その比率は 2.1% となっている（Census of India 
2001）。またこの障害者数を障害別にみたものが図 1 である。ここから計
算される 2.1% という障害者比率がインド政府の障害者数の公式数字であ
るが，これが WHO のいう総人口の 10% は障害者であるはずだという推
定数字よりも大幅に低いとして当事者団体から批判されている。このうち，





方であるといわれる日本の聴覚障害者総数 34 万 3000 人（厚生労働省
［2006］）と比べても過少と思われる数字となっている。テイラ ・ーテイラー
図1　障害別の比率











S No. 年齢 視覚 言語 聴覚 運動性 精神
1 0 ～ 4 831,408 35,851 23,723 234,199 74,691
2 5 ～ 9 986,168 257,201 80,024 544,088 189,562
3 10 ～ 19 1,787,977 482,509 186,705 1,485,654 532,436
4 20 ～ 29 1,455,363 288,415 114,433 970,700 442,138
5 30 ～ 39 1,410,864 216,432 118,525 706,286 395,837
6 40 ～ 49 1,211,365 143,780 124,192 608,845 282,805
7 50 ～ 59 945,233 90,290 136,983 506,721 159,190
8 60 ～ 69 999,122 71,612 205,691 532,586 109,575
9 70 ～ 79 643,850 35,653 168,018 334,880 50,061
10 80 ～ 89 242,249 11,369 76,394 129,406 16,187
11 90+ 72,053 3,561 23,839 41,638 5,868
12 不明 49,229 4,195 3,195 10,474 5,471
合計 10,634,881 1,640,868 1,261,722 6,105,477 2,263,821
S.No. Name of the State/U.T. 公立 NGO 立 合計
1 アンダマン・ニコバル諸島連邦直轄地 2 0 2
2 アーンドラ・プラデーシュ州 11 21 32
3 アッサム州 1 0 1
4 ビハール州 2 13 15
5 ゴア州 1 3 4
6 グジャラート州 3 12 15
7 ハリヤーナ州 0 8 8
8 ヒマーチャル・プラデーシュ州 1 1 2
9 ジャンム・カシミール州 0 1 1
10 カルナータカ州 2 16 18
11 ケーララ州 5 25 30
12 マディヤ・プラデーシュ州 6 11 17
13 マハラシュトラ州 36 90 126
14 マニプル州 1 0 1
15 メガラヤ州 0 2 2
16 ナガラヤ州 0 1 1
17 ニューデリー 4 12 16
18 オリッサ州 5 11 16
19 ポンディシェリ連邦直轄地 0 1 1
20 パンジャーブ州 0 4 4
21 ラジャスターン州 0 11 11
22 タミール・ナドゥ州 8 37 45
23 トリプトラ州 1 1 2
24 ウッタール・プラデーシュ州 4 15 19
25 西ベンガル州 8 34 42
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（Taylor and Taylor ［1970］）は，当時のインドのろう者人口を 200 万と
し，1981 年のインドでの国勢調査（Government of India ［1981］）は，
































Training Center for the Deaf： MPTCD）の運営に留まっている。
この MPTCD であるが，AIFD［2006，2009］およびインタビュー（４）
によれば，同校はデリーの特殊学校地区内（Shaheed Jeet Sing Marg. に
ある）で 1977 年に設立された，宿舎をもつ学校で，1.5 エーカー（約
8100 平方メートル）の敷地にある校舎と宿舎のふたつの建物からなって
いる。デリー地域からの学生が最も多いものの，全国各地から集まった
16 歳から 30 歳の学生が，二年制の職業訓練校でコンピュータ，写真（機
械式およびデジタル），印刷，機械整備，裁断・縫製といった分野で職業
訓練を受けている。設立以来の卒業生数は，2009 年現在まで合計 2750
人であり，過去 5 年間の在籍学生数は，男 220 人，女 49 人の合計 269
34 35
第２章　インドの障害当事者運動
（Taylor and Taylor ［1970］）は，当時のインドのろう者人口を 200 万と
し，1981 年のインドでの国勢調査（Government of India ［1981］）は，
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1955 AIFD，DDA から分離する形で創立。DDA と AIFD，全インドろう者会議を主催
DDA 事務所，Bazar Sita Ram に移転
1957 AIFD，世界ろう連盟（WFD) に加盟
DDA の作業所と図書室，現在地の Kamla Market に移転








1965 全インドスポーツ会議（AISCD) 設立のための第 1 回全国ろう者スポーツ大会開催。
ラール・バハードゥル・シャーストリー第 3 代首相，来賓として出席




（出所）AIFD（2009），DAD（2002），NAD への 2010 年の現地でのヒアリングをもとに筆者作成。 
年 できごと




1973 インディラ・ガンディー第 5 代首相，世界ろう者の日の祝典の開会宣言
1975 無償補聴器配給プログラム開始，以後，継続





1980 AIFD 創立 25 周年の開会宣言をムハンマド・ヒダーヤトゥッラー第 6 代副大統領行
う
1983 連邦政府社会正義・エンパワメント省から MPTCD への補助金助成開始
Ali Yavar Jung 国立聴覚障害研究所，ボンベイ（現在のムンバイ）に創立
1991 AIFD，ろう者のためのハイテク・コンピュータ課程をスタート
1992 インド社会福祉協議会 (RCI) 法成立
1993 マドラス大学附属校としてインド最初のろう者のための大学，セント・ルイスろう
大学開校
1995 第 6 回世界ろう連盟アジア太平洋地域代表者会議を主催
1995 年障害者法，成立。強力なロビー活動，諸 NGO，議員，さまざまな部門の社
会活動家とのネットワーク構築が 10 年以上にわたって AIFD でも行われた
1997 第 40 回世界ろう者の日の祝典開催。以後，毎年 9 月に行われることに
Deaf Way Foundation，設立，定期的に雑誌発行開始
1998 第 26 回の共和国記念日パレードに AIFD，組織委員会に参加，パレードでの障害部
門の代表にも
2000 過酷なまでのロビー活動，アドヴォカシー活動でやっと障害者法が具体化
2002 AIFD の裁断・縫製課程，ITI の認証を得る
2004 AIFD の写真課程，ITI の認証を得る
2005 グルシャラン・カウル夫人（マンモハン・シン第 17 代首相夫人），MPTCD を訪問
インドろう者協会（NAD) 設立
2006 バンワリ・ライ・ジョシ，デリー知事（中尉），MPTCD を訪問








2009 NAD など，デリー高裁に聴覚障害者への免許許可を求めての PIL 提訴，高裁からの
連邦政府への許可命令を引き出す
NAD, デリーでインド国家計画委員会に聴覚障害者への免許を求めて 3000 人のデモ
人となっている。2008 年の卒業生数は，33 人である。2 年間の課程は，




インドの学制で第 8 学年を修了している学生で 16 歳に達していれば入学
資格がある。学生の多くは政府からの奨学生であり，貧困家庭出身の学生
には MPTCD が用意している奨学金制度が少数と限られているがある。
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第 4 節　勃興する新しいろう者の当事者運動 
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と 7 つの連邦直轄領のうち 17（8）のみで，これらは地域代表性をもたず，
親睦的な仲間内の団体となっているのに対し，NAD はフォーマルな地域
代表制をもつ組織には未だなっていないものの（9）表 4 にある 2006 年の全
国デモをはじめとした活動の基盤となる全国的なネットワークをもってい







については述べるが，AIFD は，インド手話通訳者協会（Indian Sign 
Language Interpreter’s Association：ISLIA）とは独立した立場でいるの
に対し，NAD の方は手話通訳者協会（Association of Sign Language In-
terpreters：ASLI）と密接な関係をもち，むしろその設立母体として活動
しているという違いもある。
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2009 年 9 月に免許を発行するように命令を出したものである。同年 11
月には自動車法の改正の必要性の意見も連邦政府から出るに至った（11）。
しかしながら，船舶・陸上運輸・幹線道路省は，この問題を技術諮問委員










した連帯と抗議の声とが，表 4 の 2009 年の国家計画委員会への 3000 人
のデモにつながっている。

















れている。同辞書の収録語彙数は 1600，語基の数としては約 700 語であ
る。これらの手話が，テーマごとに 14 のユニットに分類され，それぞれ
分析が行われた。表 6 は，この 14 ユニットの州間の共通度を各州で使わ
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ム（Sarva Shiksha Abhiyan ：SSA） というプログラムがあり，小学校教
育をすべての子どもに提供するための努力が続けられているほか，2009
年に子どもの無償義務教育権利法（The Right of Children to Free And 














は 1998 年 11 月にヴィジャラヤ（Vidyalaya） 教育大学（VCE　Sri Ra-
（単位：％）













ユニット 5 仕事や職業関連設備・制度 21.1 38.0
ユニット 6 電気通信，郵便，鉄道，水運の輸送設備や制度 20.8 43.0
ユニット 7 食材，スパイス，果物，飲み物，野菜，穀類 21.3 38.1
ユニット 8 芸術，娯楽，フェスティバル，衣装・化粧品，宗教・宗教施設，スポーツ 19.8 44.4
ユニット 9 色や形 22.4 40.1
ユニット 10 数や序数 20.2 52.1
ユニット 11 政府や裁判所の制度 23.6 47.8
ユニット 12 前置詞，副詞，疑問詞，接続詞，代名詞，文法用語 15.7 43.7
ユニット 13 動詞一般 24.4 48.2
ユニット 14 形容詞一般 22.2 51.7


























ム（Sarva Shiksha Abhiyan ：SSA） というプログラムがあり，小学校教
育をすべての子どもに提供するための努力が続けられているほか，2009
年に子どもの無償義務教育権利法（The Right of Children to Free And 














は 1998 年 11 月にヴィジャラヤ（Vidyalaya） 教育大学（VCE　Sri Ra-
（単位：％）













ユニット 5 仕事や職業関連設備・制度 21.1 38.0
ユニット 6 電気通信，郵便，鉄道，水運の輸送設備や制度 20.8 43.0
ユニット 7 食材，スパイス，果物，飲み物，野菜，穀類 21.3 38.1
ユニット 8 芸術，娯楽，フェスティバル，衣装・化粧品，宗教・宗教施設，スポーツ 19.8 44.4
ユニット 9 色や形 22.4 40.1
ユニット 10 数や序数 20.2 52.1
ユニット 11 政府や裁判所の制度 23.6 47.8
ユニット 12 前置詞，副詞，疑問詞，接続詞，代名詞，文法用語 15.7 43.7
ユニット 13 動詞一般 24.4 48.2
ユニット 14 形容詞一般 22.2 51.7



























でいた。しかし，先に NAD について述べた第 4 節にあるように，2009 年，
最初の手話通訳者会議（ASLI）がデリーで開催（20）され，こうした停滞し
た状況にも変化の兆しがみられ，新たな発展が始まろうとしている。先の


























が知られている。NAD は NCPEDP との連携的な活動を通じて，政府の
審議会の委員に入るなど新たなチャンネルを確保してきている。いわば，
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（ 1 ） 本章は，研究会の中間報告である森［2010b］をもとに大幅に加筆また修正した
ものである。









（ 3 ） NGO との関係をこのようにインドの特殊教育資料が分類しているため，それに
したがっている。
（ 4 ） 2010 年 2 月に筆者が行った AIFD の事務所で事務局長（当時） Deepak Sahay
氏とのインタビュー。
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（ 5 ） NAD のウェブページは National Association of the Deaf （http://www.nadin-
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dia.org/NAD.html, アクセス日： 2010 年 3 月 3 日）である。
（ 6 ） なお，AIFD については調査当時（2010 年），こうした活動が停滞していたこ
ともあり，同様のアドボケイト領域についての明確な提示が得られなかった。
（ 7 ） 2005 年にデリーで行ったインタビューによれば AIFD は DAD とともに政府





























注 8 の AIFD よりも加盟地域の範囲は広いことがわかる。
（10）“Hearing impaired youth drives forward in new lane,” Expressindia 2009 年
9 月 20 日（http://www.expressindia.com/latest-news/hearing-impaired-youth-
drives-forward-in-new-lane/519636/, アクセス日：2010 年 3 月 3 日） 。
（11） “Deaf may get license to drive,” Economic Times 2009 年 11 月 10 日（http://
economictimes.indiatimes.com/news/news-by-industry/et-cetera/Deaf-may-get-li-
cence-to-drive/articleshow/5211682.cms, アクセス日：2010 年 3 月 3 日）。
（12）“The deaf shall not drive：Centre tells Delhi High Court,” Hindustan Times 
ePaper, 2009 年 12 月 17 日（http://www.hindustantimes.com/rssfeed/newdelhi/
The-deaf-shall-not-drive-Centre-tells-Delhi-High-Court/Article1-487421.aspx, ア ク
セス日：2010 年 3 月 3 日）。
（13）“We will drive come what may, say deaf community,” Thaindian 2009 年 12 月
18 日（http://www.thaindian.com/newsportal/health/we-will-drive-come-what-
may-say-deaf-community_100291486.html, アクセス日：2010 年 3 月 3 日）。
（14） インドの全国規模の人権にかかわる法曹関係活動家のネットワーク Human 
Right Law Network のウェブサイトは，http://www.hrln.org/hrln/ である。
（15） “HC backs hearing impaired：let them take driving test,”  Indian Express 2011
年 2 月 15 日（http://www.indianexpress.com/news/hc-backs-hearing-impaired-
let-them-take-driving-test/749990/, アクセス日：2011 年 2 月 15 日）および “Hearing 
impaired can drive：HC,” Hindustan Times 同日。（http://www.hindustantimes.
com/Hearing-impaired-can-drive-HC/Article1-662464.aspx, アクセス日：2011 年 2
月 15 日）。










州から 20 人（ゴア州）から 187 人（タミル・ナードゥ州）までの人たちを集めて，
調査を行っている。同時に複数の州の手話を提示して，1 から 5 の数字で同じ手
話に対して同じ番号を振る形で調査が行われている。したがって 100% というの
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（19）“Include all disabled in RTE：PM to ministry,”  Indian Express 2009 年 8 月 12
日（http://www.indianexpress.com/news/Include-all-disabled-in-RTE--PM-to-min-







者である Madan Vashshita も同じように会議に参加し，多くの示唆を与えた。
（21） ここで「国民手話」というのは，国家によって制定された「国家手話」と対立
するろう者の全国的なコミュニティをベースとした手話という意味である。
（22） “Don’t turn away special child, CBSE tells schools,” Daily News & Analysis, 
2010 年 1 月 20 日（http://www.dnaindia.com/bangalore/report_don-t-turn-away-
special-child-cbse-tells-schools_1337263, アクセス日：2010 年 3 月 3 日）。
（23）“RTE Act to be amended to include disabled kids,” Times of India, 2009 年 12
月 25 日 （http://timesofindia.indiatimes.com/india/RTE-Act-to-be-amended-to-in-
clude-disabled-kids/articleshow/5375488.cms, アクセス日：2010 年 3 月 3 日）。
（24）“Disability groups find Pranab’s budget heartening,” Hindustan Times, 2010
年 2 月 26 日（http://www.hindustantimes.com/News-Feed/global-economy/Dis-
ability-groups-find-Pranab-s-budget-heartening/Article1-513296.aspx, アクセス日：











 ［2009］「ミャンマー手話の分析のための予備的考察」（『日本手話学会第 34 回大
会予稿集』日本手話学会）。
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1990 年の「万人のための教育（Education for All）」宣言以降，国際
社会は初等教育の普遍化に取り組んできた。この目標を達成するために
は就学していない子どもの 3 分の１を占める障害児（UNESCO ［2009］）
の教育は避けて通れない重要な課題であろう。現在，インドを含む多くの









［2008］， Miles and Singal ［2010］）。そもそもインドでは初等教育の普
遍化が遅れ，障害者の教育をはじめとする諸権利に関する知識も十分に浸
